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(証券コード7836) 
平成30年６月13日 

 
株 主 各 位 
 

神奈川県横浜市西区みなとみらい２－２－１－１ 

ア ビ ッ ク ス 株 式 会 社 
代表取締役社長 熊 﨑 友 久 

 

第29回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第29回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。 

 なお、当日出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙

に賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までに到着す

るようご送付いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 
 
1. 日   時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時 

2. 場   所 神奈川県横浜市西区みなとみらい３―６―３ 

 MMパークビル ５階 

(会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図を

ご参照いただき、お間違いのないようご注意ください｡) 

3. 目 的 事 項  

報 告 事 項 １.第29期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件 

２.会計監査人および監査役会の第29期連結計算書類監査結果

報告の件 

決 議 事 項  

第１号議案 取締役３名選任の件 

第２号議案 監査役１名選任の件 

第３号議案 会計監査人選任の件 
 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 ◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。 

 ◎株主総会参考書類および添付書類の修正が生じた場合は、インターネット上の

当社ウェブサイト（http://www.avix.co.jp）に掲載させて頂きます。 
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(添付書類) 

事 業 報 告 

(平成29年４月１日から 
平成30年３月31日まで ) 

 

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 

 1. 事業の経過及びその成果 

   全般的概況 

   当連結会計年度におけるわが国の経済は、経済政策等の効果もあり、企業収

益は改善傾向がみられ、雇用所得環境の改善を背景に緩やかな景気回復基調で

推移しましたが、欧米諸国の政権運営に不透明感があることやアジア地域にお

ける地政学的リスクの高まりにより、国内景気の先行きは依然として不透明な

状況となっております。また、広告業界における総広告費についても、持続す

る緩やかな景気拡大に伴い、インターネット広告費の好調が全体を押し上げる

形で、前年比101.6％となりました。媒体別では、マスコミ四媒体広告費が前

年より減少しましたが、インターネット広告費がモバイルでの運用型広告、動

画広告が伸長し全体を牽引する形となりました。屋外広告費についても前年に

引き続き増加しております。 

   このような環境の下、当社は安定的な収益が確保できる体制を強化するため、

デジタルサイネージ関連事業において、DPS-150等の機器リースやコンテンツ、

メンテナンスといった安定収益事業を中心に展開してまいりました。また、デ

ジタルプロモーション株式会社が運営するValue creating事業においても、積

極的に拡大展開を図ってまいりました。 

   当連結会計年度におけるセグメントごとの業績は以下のとおりです。 

   ① デジタルサイネージ関連事業 

 機器リース、運営につきましては、長期契約による収益安定事業である

ことから、今後も安定的な収益が見込めており、その中でも簡易映像制作

ソフトiTemPoが堅調に推移しました。 

 情報機器につきましては、製品の低価格化、オリンピック需要などから

市場は拡大傾向にあり、新規市場の開拓等については堅調に推移しました

が、従来からの市場であるパチンコホール業界において、遊技規則改正等

が施行されたことを受け、業界全般として投資抑制傾向となったことから、

情報機器の業績に影響を与えました。 

 以上の結果、デジタルサイネージ関連事業は売上高868,633千円、セグメ

ント利益41,400千円となりました。 
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   ② Value creating事業 

 デジタルプロモーション株式会社が運営するValue creating事業につき

ましては、SNSと大型LED表示機を連動して地域に特化した販促、広告、マ

ーケティングシステムの運営を行っており、当連結会計年度においては、

将来的な展開に向けての初期投資、環境整備を中心に実施いたしました。

そのような状況の中、当初の想定よりユーザーの反応が良いことから、当

初計画より加速して準備、投資を進めたことから、費用が計画を上回る状

況となりました。 

 そのため、Value creating事業は、売上高29,314千円、セグメント損失

22,211千円となりました。 

 これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高897,947千円、営

業利益19,188千円、経常利益10,705千円、親会社株主に帰属する当期純利益

14,759千円となりました。 
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   報告セグメントごとの売上高 
(単位：千円) 

 

 

報告セグメント 

合計 デジタル 
サイネージ関連 

Value creating 

売上高    

 外部顧客への売上高 868,633 29,314 897,947 

計 868,633 29,314 897,947 

セグメント利益又は損失（△) 41,400 △22,211 19,188 

 
 なお、当社グループは、当連結会計年度より連結計算書類を作成している

ため、前連結会計年度との比較はしておりません。 
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 2. 設備投資の状況 

   当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は、70,099千円で、そ

の主なものは、レンタル資産52,064千円、リース資産16,031千円です。 

 

 3. 資金調達の状況 

   平成28年７月７日開催の取締役会決議にて発行された第10回新株予約権の行

使により、当連結会計年度において、資本金および資本準備金がそれぞれ

31,233,000円増加しました。 

 

 4. 対処すべき課題 

  ① 事業領域の拡大 

 既にデジタルサイネージが一般的になっているパチンコホール業界だけ

ではなく、小売店や飲食店、カーディーラーをはじめとした幅広い業態に

対し、デジタルサイネージの集客効果等を十分にアピールして、その普及

に全力を挙げてまいります。DPS-150、DPS-150Light及びix－boardはユー

ザーの初期投資を抑えて導入を容易にした普及型でもあり、今後も拡大展

開していく予定です。当社では、こうした事業の延長線上にネットワーク

化事業を捉えており、SNSと融合することにより新しい販促手法を開拓す

るなど、ネットワーク化の流れの中で主要なプレーヤーとしての位置を確

保したいと考えております。当社は大型LED表示機を連動した広告システ

ム事業をその中心と捉え、今後更なる展開をしていく予定です。 

  ② ローコスト体質の継続 

 安定的に利益を計上できるローコスト体質を維持していくため、継続し

て経費の見直しを行っております。業務の効率化と集約化によって効率的

な経営資源の配分を行いながら、一段の経費圧縮に取り組みます。 
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 5. 財産及び損益の状況 
 

期 別 
 

区 分 

第26期 第27期 第28期 第29期 

自 平成26年４月１日 
至 平成27年３月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

売 上 高(千円) ― ― ― 897,947 

経 常 利 益(千円) ― ― ― 10,705 

親 会 社 株 主 に 帰 属 
する当期純利益(千円) 

― ― ― 14,759 

１株当たり当期純利益(円) ― ― ― 0.61 

総 資 産(千円) ― ― ― 1,348,030 

純 資 産(千円) ― ― ― 542,949 
 
(注) 1. 第29期（当連結会計年度）より連結計算書類を作成しておりますので、第28期以

前の各数値は記載しておりません。 

2. 記載金額は千円未満を、１株当たり当期純利益は小数点第２位未満をそれぞれ切

り捨てて表示しております。 

3. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により算出しております。 

 

 6. 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

デジタルプロモーション株式会社 
千円 ％ SNSと大型LED表示機とを連動し

たサービスに関する事業 31,500 79.36 

 
(注) デジタルプロモーション株式会社は平成29年４月17日に設立しております。 
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 7. 主要な事業内容 

   当社グループは、デジタルサイネージ関連事業、Value creating事業の２事

業を主要な事業としております。 

 

  (1) デジタルサイネージ関連事業 

    表示機器のリース・販売、並びに販売促進を中心とした運営、メンテナン

スといった、デジタルサイネージに関するサービス全般を行う事業です。 

    事業内容としては以下の通りです。 

 

   ・機器リース 

     当社のLED表示機（ix-board、DPS-150、DPS-150Light）等を活用した販

促支援サービス 

   ・運営 

     LED表示機等の映像コンテンツの製作およびメンテナンス 

   ・情報機器 

     LED表示機（サイバービジョン、ポールビジョン）等の開発・販売 

 

  (2) Value creating事業 

    デジタルプロモーション株式会社が運営するValue creating事業につきま

しては、SNSと大型LED表示機を連動して地域に特化した販促、広告、マーケ

ティングシステムの運営を行っております。 

 

 8. 企業集団の主要な拠点 
 

名     称 所       在       地 

本 社 神奈川県横浜市西区 

デジタルプロモーション㈱ 同上 

 

  



〆≠●0 
01_0024301103006.docx 
 5/31/2018 4:43:00 PM印刷 7/13 
 

― 8 ― 

 9. 従業員の状況 
 

区   分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男   性 20名 ＋２名 40歳６ヶ月 ８年10ヶ月 

女   性 ６名 ＋１名 37歳９ヶ月 ７年７ヶ月 

合計または平均 26名 ＋３名 39歳10ヶ月 ８年６ヶ月 

 

 10. 主要な借入先 
 

借     入     先 借入残高（千円） 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 330,000 

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 140,200 

株 式 会 社 横 浜 銀 行 105,000 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  15,000 

 
(注) 株式会社みずほ銀行の借入残高には社債残高30,000千円を含んでおります。 
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Ⅱ 会社の株式に関する事項 

 1. 発行可能株式総数 普通株式／60,000,000株
 

 2. 発行済株式の総数 普通株式／24,380,500株 
 

 3. 株主数 5,894名
 

 4. 大株主  
 

大  株  主  名 持 株 数 持 株 比 率 

 株 ％ 

熊 﨑 友 久 2,216,300 9.09 

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,046,300 4.29 

河 野 芳 隆 964,900 3.95 

楽 天 証 券 株 式 会 社 948,700 3.89 

株 式 会 社 S B I 証 券 800,100 3.28 

渡 邊 悦 子 436,900 1.79 

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS（E）BD 396,900 1.62 

松 井 証 券 株 式 会 社 396,300 1.62 

イ ン タ ー ウ ォ ー ズ 株 式 会 社 380,000 1.55 

時  本  豊 太 郎 351,000 1.43 

 

 5. その他株式に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 
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Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項 

 1. 当事業年度末日における当社役員が保有している新株予約権等の状況 

 平成28年７月７日開催の取締役会決議による新株予約権 

(1) 新株予約権の払込金額 １個につき100円 

(2) 新株予約権の行使価格 １個につき11,500円 

(3) 新株予約権の行使条件 

① 新株予約権者は、平成29年３月期から平成31年３月期の３事業年度に

おいて、いずれかの期における当社の営業利益の金額が70百万円を超

過した場合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、上

記の営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される

損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）

における営業利益の金額を参照するものとし、国際財務報告基準の適

用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別

途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。 

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においては、当社または

当社子会社の役員または従業員であることを要しないものとする。た

だし、新株予約権者が解任または懲戒解雇された場合など、新株予約

権者が本新株予約権を保有することが適切でないと当社取締役会が判

断したときには、本新株予約権を行使できないものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合には、当該新株予約権者の法定相続人の

うち１名に限り、当該新株予約権者の権利を相続することができるも

のとする。 

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行

使を行うことはできない。 

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

(4) 新株予約権の行使期間 平成29年７月１日から平成33年７月26日まで 

(5) 当社役員の保有状況 
 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数 

取締役 
（社外取締役を除く） 

5,000個 普通株式 500,000株 ２人 

社外取締役 500個 普通株式  50,000株 １人 

監査役 500個 普通株式  50,000株 １人 
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Ⅳ 会社役員に関する事項 

 1. 取締役及び監査役の氏名等 
 

地     位 氏     名 担当または重要な兼職の状況 

代表取締役社長兼 C E O 熊 﨑 友 久  

取 締 役 副 社 長 兼 C F O 桐 原 威 憲 管理本部本部長 

取 締 役 河 野 芳 隆  

監  査  役 （ 常 勤 ) 山 根 正 裕  

監 査 役 小 崎  享  

監 査 役 石 川 真 人  
 
(注１) 取締役の河野芳隆氏は、社外取締役であります。 
(注２) 監査役の山根正裕氏、石川真人氏は社外監査役であります。 
(注３) 監査役の山根正裕氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益

相反が生じるおそれのない独立役員であります。 
(注４) 監査役の山根正裕氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。 

 

 2. 責任限定契約の内容の概要 

   当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は会社法第

425条第１項に定める額としております。 
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 3. 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

取締役 監査役 合計 

支給人員(名) 金額(千円) 支給人員(名) 金額(千円) 支給人員(名) 金額(千円) 

3 51,750 3 8,160 6 59,910 
 
(注１) 上記取締役には、社外取締役が１名含まれており、その報酬等の金額は、

3,000千円です。 
(注２) 上記監査役には、社外監査役が２名含まれており、その報酬等の金額は、

5,760千円です。 
(注３) 期末日現在の人員は、取締役３名、監査役３名であります。 

 

 4. 社外役員に関する事項 

   当事業年度における主な活動状況 
 

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況 

取 締 役 河 野 芳 隆 
当期開催の取締役会19回の全てに出席し、必要な発言を適宜行
っております。 

監 査 役 山 根 正 裕 
当期開催の取締役会19回の全て、また当期開催の監査役会12回
の全てに出席し、必要な発言を適宜行っております。 

監 査 役 石 川 真 人 
当期開催の取締役会19回の全て、また当期開催の監査役会12回
の全てに出席し、必要な発言を適宜行っております。 
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Ⅴ 会計監査人に関する事項 

 1. 名称  有限責任監査法人トーマツ 
 2. 報酬等の額 
   当事業年度に係る報酬等の額             16百万円 
   当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

16百万円 
    (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。 

 3. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由 
   当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年
度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、
会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。 

 4. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
   監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、
取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。 

   また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監
査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。 

 
Ⅵ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制 
  当社は、経営の透明性、客観性、健全性を確保し、企業価値の継続的な向上と
社会からの信頼される会社を実現するため、内部管理体制の整備・強化を経営重
要課題と位置づけ、積極的に取組んでいます。 

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制 

 当社は小規模組織であることからコンプライアンス専担部は設置してお
りませんが、代表取締役直轄の管理本部を相談窓口とし、コンプライアン
ス規程並びに内部通報規程を制定しており、役職員間で徹底しております。
今後、定期的に取締役及び従業員を対象にコンプライアンス研修を実施し、
企業文化としての一層の定着を図ります。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 当社では、原則毎月１回以上開催される取締役会のほか、取締役の職務
執行に係る情報を文書取扱規程、稟議規程等に基づき適切に保存し、管理
を行っております。また、取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲
覧できる体制としております。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、取締役及びグループリーダーを中心に、災害・安全・コンプラ
イアンスなど全社的なリスクの抽出・分析を行い、諸規定の整備等必要な
対応を検討する。   
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 原則毎月１回以上の取締役会に加えてグループリーダー会議を週１回以
上開催して、業務全般、人事、組織等の諸問題について協議を行うことで
迅速な意思決定と業務遂行を確保しております。取締役を中心に構成する
内部監査委員会では、業務の適切性のみならず効率性についてもチェック
を行い、適宜アドバイスを行っています。 

⑤ 取締役及び従業員が監査役に報告するための体制及びその他の監査役へ
の報告に関する体制並びに監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制 

 取締役及び従業員は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び
不正行為や法令並びに定款違反行為を認知した場合には、遅滞なく監査役
に報告する一方で、監査役は、内部統制システムや重要な意思決定のプロ
セス業務状況を把握するために、取締役会やグループリーダー会など重要
な会議に出席すると共に、稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、
必要に応じて取締役や従業員に対し説明を求めていきます。 
 社内では、管理本部が監査役との接点になって、監査業務が実効的に行
われるようサポートを行っています。 

⑥ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 
当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一

切の関係を持たず、不当な資金の提供及び便宜供与等の不当要求に対して
は毅然とした態度で対応することを基本方針としております。 

反社会的勢力排除に向け警察、顧問弁護士等の外部専門機関と緊密に連
携し、組織全体として速やかに対応できる整備を行っております。なお、
万一に備え、警察、顧問弁護士等の関係を強化するとともに、神奈川県企
業防衛対策協議会に入会し、研修会への定期的な参加による情報の収集、
社内への周知徹底に努めております。 

 
Ⅶ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
  当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は以下の通りであります。 
① 当社の取締役会は、社外取締役１名を含む取締役３名で構成し、監査役

も出席した上で開催し、取締役の職務執行を監督しております。 
② 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うととも

に、当社代表取締役社長及び他の取締役、内部監査委員会、会計監査人
との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っております。 

③ 内部監査委員会は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執
行の監査、内部統制監査を実施いたしました。 

 
Ⅷ 会社の支配に関する基本方針 
  当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基

本方針については、特に定めておりません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

(平成30年３月31日現在 )
(単位：千円) 

 
科     目 金   額  科     目 金   額 

 
〈資 産 の 部〉 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

工具、器具及び備品 

レ ン タ ル 資 産 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 

 
 

1,162,243 

857,830 

166,901 

91,349 

205 

21,934 

24,313 

△ 290 

 

185,787 

133,645 

512 

3,644 

97,974 

31,513 

7,202 

44,939 

10,033 

34,905 

  
〈負 債 の 部〉 

流 動 負 債 

買 掛 金 

１年内返済予定の 
長 期 借 入 金 

１年内償還予定の社債 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他 

 
 

360,225 

25,703 

237,292 

30,000 

14,021 

3,606 

49,601 

444,855 

421,242 

16,189 

234 

7,188 

 負 債 合 計 805,080 

 

 
〈純 資 産 の 部〉 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

非支配株主持分 

 
 

532,218 

554,697 

75,300 

△ 97,779 

539 

539 

1,811 

8,380 

 純 資 産 合 計 542,949 

資 産 合 計 1,348,030  負債 ･純資産合計 1,348,030 
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連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 ) 

(単位：千円) 
 

科          目 金       額 

売 上 高  897,947 

売 上 原 価  422,693 

売 上 総 利 益  475,254 

販売費及び一般管理費  456,065 

営 業 利 益  19,188 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 37  

受 取 配 当 金 68  

そ の 他 176 282 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 8,347  

そ の 他 418 8,766 

経 常 利 益  10,705 

税金等調整前当期純利益  10,705 

法人税、住民税及び事業税 480 480 

当 期 純 利 益  10,225 

非支配株主に帰属する当期純損失（△)  △ 4,534 

親会社株主に帰属する当期純利益  14,759 
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連結株主資本等変動計算書 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 ) 

 
(単位：千円) 

 

 

株 主 資 本 その他の包括利益累計額 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

その他の包括 
利益累計額合計 

平成29年４月１日 
残 高 

523,464 43,982 △ 112,539 454,907 21 21 

連結会計年度中の変動額       

新 株 の 発 行 31,233 31,233 ― 62,466 ― ― 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

― ― 14,759 14,759 ― ― 

連結子会社の増資 
による持分の増減 

― 85 ― 85 ― ― 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額) 

― ― ― ― 518 518 

連結会計年度中の変動額合計 31,233 31,318 14,759 77,310 518 518 

平成30年３月31日 
残 高 

554,697 75,300 △ 97,779 532,218 539 539 

 
(単位：千円) 

 
 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 

平成29年４月１日 
残 高 

2,350 ― 457,278 

連結会計年度中の変動額    

新 株 の 発 行 ― ― 62,466 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

― ― 14,759 

連結子会社の増資 
による持分の増減 

― ― 85 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額) 

△ 538 8,380 8,360 

連結会計年度中の変動額合計 △ 538 8,380 85,671 

平成30年３月31日 
残 高 

1,811 8,380 542,949 
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連結注記表 
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連 結 子 会 社 の 数 １社 

連結子会社の名称 デジタルプロモーション株式会社 

当連結会計年度より、新たに設立したデジタルプロモーション株式会社を連結

の範囲に含めております。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

(4) 会計方針に関する事項 

① 資産の評価基準及び評価方法 

(Ⅰ)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

(Ⅱ)たな卸資産 

製 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）  

ただし、ロット別管理するものはロット別移動平均法

による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定） 

原 材 料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

仕 掛 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 減価償却資産の減価償却の方法 

レンタル資産 

(リース資産を除く) 

レンタル契約期間もしくはレンタル投資回収期間を償

却年数とし、レンタル契約終了時もしくは稼動年数終

了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用し

ております。 

その他の有形固定資産 

(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、広告運営用とし

て保有している資産並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備      15年 

工具、器具及び備品 ２～15年 
   



〆≠●0 
02_0024301103006.docx 
 5/31/2018 2:03:00 PM印刷 5/18 
 

― 19 ― 

 
リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

無形固定資産 

(リース資産を除く) 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

長期前払費用 均等償却によっております。 

③ 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(Ⅰ)ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引について特例処理の条件を充たして

いる場合には、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段と 

ヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利変動リスクについて金利スワップ取

引を利用しております。 

 ヘッジ対象：ヘッジ取引により金利変動が固定され、

その変動が回避される資金調達取引を対

象としております。 

ヘッジ方針 資金調達取引にかかる金利変動リスクに対して金利ス

ワップにより特例処理の範囲内においてヘッジを行っ

ております。 

ヘッジ有効性評価 

の方法 

特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略

しております。 

(Ⅱ)消費税等の計上方法 税抜方式を採用しております。 

 

2. 連結貸借対照表に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額  

               建物附属設備 716千円 

               工具、器具及び備品 283,476千円 

               レンタル資産 133,796千円 

               リース資産 53,716千円 

               合計 471,705千円 
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3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 

               普通株式 24,380,500株 

(2) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数 

               普通株式 1,811,500株 

 

4. 金融商品に関する注記 

 １ 金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主にLED表示機の製造販売事業を行うための設備投資計画に照

らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な

余資は主に安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利

用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、営業債務は、

資金調達に係る流動性リスクに晒されています。 

借入金、社債及びファイナンス・リースに係るリース債務は、主に運転資金と

設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、借入金の返済期限は最長で決

算日後５年、１年内償還予定の社債の償還期限は決算日後１年、リース債務の償

還日は最長で決算日後５年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒

されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジし

ております。 

  (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、取引権限を定めた社内規程に則り、受注前に取引先の

状況を確認し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

デリバティブ取引については、信用リスクを軽減するために格付の高い金融

機関とのみ取引を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限や取引限度額等を定め

た管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理 

管理部門が毎月資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。 
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  (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することがあります。 

 ２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含まれていません。（（注２）参照） 
 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1) 現金及び預金 857,830 857,830 ― 

(2) 売掛金 166,901 166,951 50 

(3) 投資有価証券    

   その他有価証券 4,160 4,160 ― 

資産計 1,028,891 1,028,942 50 

(1) 買掛金 25,703 25,703 ― 

(2) 未払法人税等 3,606 3,606 ― 

(3) １年内償還予定の社債 30,000 30,000 ― 

(4) 長期借入金（※１） 658,534 660,208 1,674 

(5) リース債務（※２） 30,211 29,348 △862 

負債計 748,055 748,868 812 

  デリバティブ取引 ― ― ― 
 
(※１) １年内返済予定の長期借入金を含めております。 

(※２) リース債務には、１年内に期限の到来する金額を含めております。 

 
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項 

資産 

  (1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

  (2) 売掛金 

売掛金の時価については、期末日より決済期日が１年超の売掛金は信用リスク

を織り込んで満期までの期間に対応するリスクフリーレートにより割り引いて算

出する方法によっており、１年以内の売掛金は短期間で決済されるため、当該帳

簿価額によっております。 

  (3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
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負債 

  (1) 買掛金、(2) 未払法人税等、(3) １年内償還予定の社債 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

  (4) 長期借入金 

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借り入れを行った場合に想

定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  (5) リース債務 

時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております。 

 

(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区分 貸借対照表計上額（千円) 

非上場株式（※） 5,873 
 

(※) 非上場株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、時価開示の対象とはしておりません。 

 

5. １株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 21円85銭 

 １株当たり当期純利益 0円61銭 

 

6. 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 

(平成30年３月31日現在 )
(単位：千円) 

 
科     目 金   額  科     目 金   額 

 
〈資 産 の 部〉 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 

前 渡 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

工具、器具及び備品 

レ ン タ ル 資 産 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

 
 

1,114,729 

810,340 

163,983 

91,349 

205 

21,934 

12,651 

4,185 

10,370 

△ 290 

 

235,700 

133,645 

512 

3,644 

97,974 

31,513 

7,116 

6,165 

951 

94,939 

10,033 

50,000 

7,068 

25,838 

1,998 

  
〈負 債 の 部〉 

流 動 負 債 

買 掛 金 

１年内返済予定の 
長 期 借 入 金 

１年内償還予定の社債 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

預 り 金 

前 受 収 益 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 預 り 金 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

 
 

353,238 

23,678 

237,292 

30,000 

14,021 

5,670 

21,347 

3,431 

8,461 

5,958 

3,376 

444,855 

421,242 

7,188 

16,189 

234 

 負 債 合 計 798,093 

 

 
〈純 資 産 の 部〉 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 

 
 

549,985 

554,697 

75,215 

75,215 

△ 79,927 

△ 79,927 

539 

539 

1,811 

 純 資 産 合 計 552,336 

資 産 合 計 1,350,429  負債 ･純資産合計 1,350,429 
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損 益 計 算 書 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 ) 

(単位：千円) 
 

科          目 金       額 

売 上 高  868,633 

売 上 原 価  403,797 

売 上 総 利 益  464,835 

販売費及び一般管理費  423,435 

営 業 利 益  41,400 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 36  

受 取 配 当 金 68  

そ の 他 176 282 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 7,970  

支 払 保 証 料 293  

社 債 利 息 377  

そ の 他 125 8,766 

経 常 利 益  32,916 

税 引 前 当 期 純 利 益  32,916 

法人税、住民税及び事業税 304 304 

当 期 純 利 益  32,611 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 ) 

 
(単位：千円) 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

株主資本 
合 計 資本準備金 

資本剰余金 
合 計 

そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金 

合 計 繰越利益 
剰 余 金 

平成29年４月１日 
残 高 

523,464 43,982 43,982 △ 112,539 △ 112,539 454,907 

当 期 変 動 額       

新 株 の 発 行 31,233 31,233 31,233 ― ― 62,466 

当 期 純 利 益 ― ― ― 32,611 32,611 32,611 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 31,233 31,233 31,233 32,611 32,611 95,077 

平成30年３月31日 
残 高 

554,697 75,215 75,215 △ 79,927 △ 79,927 549,985 

 
(単位：千円) 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

平成29年４月１日 
残 高 

21 21 2,350 457,278 

当 期 変 動 額     

新 株 の 発 行 ― ― ― 62,466 

当 期 純 利 益 ― ― ― 32,611 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

518 518 △ 538 △ 19 

当 期 変 動 額 合 計 518 518 △ 538 95,058 

平成30年３月31日 
残 高 

539 539 1,811 552,336 
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個別注記表 
1. 重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

ただし、ロット別管理するものはロット別移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

原 材 料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

仕 掛 品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

レンタル資産 

(リース資産を除く) 

レンタル契約期間もしくはレンタル投資回収期間を償却年

数とし、レンタル契約終了時もしくは稼動年数終了時の処

分見積価額を残存価額とする定額法を採用しております。 

その他の有形固定資産 

(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、広告運営用として保

有している資産並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備      15年 

工具、器具及び備品 ２～15年 

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。 

無形固定資産 

(リース資産を除く) 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

長期前払費用 均等償却によっております。 

(4) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 
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(5) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引について特例処理の条件を充たしている

場合には、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段と 

ヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利変動リスクについて金利スワップ取引を

利用しております。 

ヘッジ対象：ヘッジ取引により金利変動が固定され、その

変動が回避される資金調達取引を対象として

おります。 

ヘッジ方針 資金調達取引にかかる金利変動リスクに対して金利スワッ

プにより特例処理の範囲内においてヘッジを行っておりま

す。 

ヘッジ有効性評価 

の方法 

特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略して

おります。 

(6) 消費税等の計上方法 税抜方式を採用しております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額  

               建物附属設備 716千円 

               工具、器具及び備品 283,476千円 

               レンタル資産 133,796千円 

               リース資産 53,716千円 

               合計 471,705千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

               短期金銭債権 4,265千円 

 

3. 損益計算書に関する注記 

   関係会社との取引高 

               営業取引による取引高  

                その他の営業費用 27,900千円 
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4. 税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（平成30年３月31日現在） 

繰延税金資産(流動)  

未払賞与 5,590千円 

未払事業税 947千円 

たな卸資産評価損 38,066千円 

貸倒引当金 88千円 

貯蔵品 951千円 

繰延税金資産(流動)小計 45,645千円 

評価性引当額 △45,645千円 

繰延税金資産(流動)合計 ―千円 

  

繰延税金資産(固定)  

減価償却費償却限度超過額 5,378千円 

繰越欠損金 108,531千円 

出資金 3,031千円 

ゴルフ会員権 945千円 

投資有価証券 1,212千円 

資産除去債務 883千円 

減損損失 5千円 

繰延税金資産(固定)小計 119,988千円 

評価性引当額 △119,988千円 

繰延税金資産(固定)合計 ―千円 

繰延税金資産合計 ―千円 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 234千円 

繰延税金負債合計 234千円 

繰延税金負債純額 234千円 

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

（平成30年３月31日現在） 

法定実効税率 30.5％ 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％ 

 住民税均等割等 0.9％ 

 評価性引当額の増減額 △33.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.9％ 



〆≠●0 
02_0024301103006.docx 
 5/31/2018 2:03:00 PM印刷 15/18 
 

― 29 ― 

5. １株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額 22円58銭 

 １株当たり当期純利益 1円35銭 

 
6. 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成30年５月22日 
 
アビックス株式会社 
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士  由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士  倉 本 和 芳 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アビックス株式会社の平成29年
４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、アビックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成30年５月22日 
 
アビックス株式会社 
 

取締役会 御中 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士  由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士  倉 本 和 芳 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アビックス株式会社の平
成29年４月１日から平成30年３月31日までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書 
 
 当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第29期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 (1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 (2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

  ①  取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。 

  ② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。 

  ③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 
(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。 
  ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 
  ③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果  
有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 
有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
平成30年５月25日 

アビックス株式会社 監査役会 
常勤監査役(社外監査役) 山 根 正 裕 ㊞ 
監 査 役       小 崎   享 ㊞ 
社外監査役       石 川 真 人 ㊞ 

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

 議案および参考事項 

第１号議案 取締役３名選任の件 

 取締役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。 

 つきましては、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 

番 号 

氏    名 

(生年月日) 
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

１ 

    くま  ざき  とも  ひさ 

熊 﨑 友 久 

(昭和38年11月27日生) 

昭和61年４月 セントラルリース株式会社 

       (現三菱UFJリース株式会社） 

       入社 

平成２年６月 アビックス販売株式会社入社 

平成６年６月 当社取締役就任 

平成10年６月 当社取締役副社長就任 

平成11年６月 当社代表取締役社長就任 

平成19年３月 当社取締役営業本部長就任 

平成20年６月 当社取締役副社長就任 

平成21年６月 当社代表取締役社長兼CEO就任 

       (現任) 

2,216,300株 

２ 

    きり  はら  たけ  のり 

桐 原 威 憲 

(昭和49年３月10日生) 

平成14年５月 JAC Japan (現JAC Recruitment) 

入社 

平成17年11月 当社入社 

平成19年６月 当社管理本部企画総務グループ

グループリーダー就任 

平成21年６月 当社管理本部本部長就任（現任) 

平成26年６月 当社取締役就任 

平成29年６月 当社取締役副社長兼CFO就任 

 (現任) 

16,800株 

３ 

    こう   の   よし  たか 

河 野 芳 隆 

(昭和29年８月24日生) 

昭和52年４月 東京海上火災保険株式会社入社 

平成12年８月 AIGジャパン・パートナーズ・

インク在日代表就任 

平成16年３月 株式会社JBFパートナーズ 

       代表取締役社長就任 

平成16年９月 株式会社フォー・ユー（現株式

会社セカンドストリート）取締

役就任 

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

964,900株 
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(注１) 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

(注２) 河野芳隆氏は社外取締役候補者であります。 

(注３) 社外取締役候補者の選任理由及び就任期間について 

河野芳隆氏につきましては、事業会社への投資業務における専門的な知識・経験等

を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。なお、河野芳隆氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時を

もって11年となります。 

(注４) 社外取締役としての職務を遂行することが出来ると判断する理由について 

河野芳隆氏は、事業会社経営において豊富な経験や経営ノウハウを有しているとと

もに、映像や通信のビジネスにも精通していることから、社外取締役としての職務

を適切に遂行いただけるものと判断しております。 

(注５) 社外取締役との責任限定契約について 

当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間

で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定め

ており、社外取締役候補者河野芳隆氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結し

ております。 

その契約内容の概要は次のとおりであります。 

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社

法第425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となって職務の

遂行について善意でかつ重大な過失が無いときに限るものとする。 
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第２号議案 監査役１名選任の件 

 本総会終結の時をもって、監査役山根正裕氏は任期満了となりますので、

監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。また、本議案の提出に

つきましては監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏    名 

(生年月日) 
略歴、地位および重要な兼職の状況 

所有する 
当 社 の 
株 式 数 

やま ね まさ ひろ 

山 根 正 裕 

(昭和48年10月６日生) 

平成10年10月 センチュリー監査法人（現新日本有限

責任監査法人）入所 

平成25年７月 山根公認会計士事務所開設 

平成26年６月 当社監査役就任（現任） 

―株 

 
(注１) 候補者と、当社との間に特別の利害関係はありません。 

(注２) 山根正裕氏は社外監査役候補者であります。 

(注３) 社外監査役候補者の選任理由、社外監査役としての独立性及び社外監査役との責任

限定契約について 

(1) 社外監査役候補者の選任理由及び独立性について 

山根正裕氏につきましては、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を当

社の監査体制に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするもので

あります。なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって、４

年となります。 

(2) 社外監査役としての職務を遂行することが出来ると判断する理由について 

山根正裕氏につきましては、センチュリー監査法人（現新日本有限責任監査法人) 

にて主に監査業務に従事し、同法人退職後は山根公認会計士事務所にて会計・税務

業務に従事されており、これまでの会計・税務に関する専門的な知識と景観から社

外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。 

(3) 社外監査役との責任限定契約について 

当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、社外監査役との間

で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定め

ており、社外監査役候補者山根正裕氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結し

ております。 

その契約内容の概要は次のとおりであります。 

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社

法第425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記の責任限定が認められるのは、社外監査役がその原因となった職務の遂行に

ついて善意でかつ重大な過失が無いときに限るものとする。 



〆≠●0 
03_0024301103006.docx 
 5/31/2018 2:03:00 PM印刷 4/7 
 

― 36 ― 

第３号議案 会計監査人選任の件 

 当社の会計監査人は有限責任監査法人トーマツでありますが、本総会終

結の時をもって任期満了になること、および同監査法人による継続監査年

数を鑑み、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。 

 なお、本議案に関しましては、監査役会の決定に基づいており、監査役

会が、至誠清新監査法人を候補者としたのは、同監査法人の規模、品質管

理体制、独立性及び専門性等を総合的に勘案した結果によるものでありま

す。 

 会計監査人候補者は次のとおりであります。 
 
名称 至誠清新監査法人 

事務所 東京都千代田区丸の内２－２－２ 丸の内三井ビル２階 

沿革 昭和55年２月 至誠監査法人を中央区日本橋室町に設立 

 昭和63年３月 清新監査法人を中央区日本橋に設立 

 平成５年４月 MOORE STEPHENS INTERNATIONALと提携 

 平成27年１月 清新監査法人と監査法人啓和会計事務所が合併 

 平成27年10月 至誠監査法人と清新監査法人が合併し、至誠清新監査法人と

なる。（現在に至る） 

概要 出資金 30,500千円 

 

構成人員 

 

 

 

 

代表社員・社員・特定社員 21名 

公認会計士 38名（非常勤含む） 

公認会計士準会員 3名 

事務職 2名 

合計 64名 

 関与会社数 78社 

 

以 上 
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